
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

生豊 1墜:塾1星i勤五生!国:コ三二至 :ヒ:望!並全

1 事業の成果

令和 2年度は、コロナ禍での困難な状況下、ITCの皆様および実施機関のご尽力により、次につなが

る様々な取組みができ、飛躍への手がかりを掴めた年度であったと考えております。

(1)ネ ットワーキング強化への取り組み

・ コロナ禍のなか急遠実施した「ボランティア支援」を通じた個別事業者支援により、また行政や

全国の金融機関に対する研修や「中小企業共通 EDI」 「IoT人材育成プログラム」といったプログ

ラムを活用したネットワーク構築活動を通じ、延べ約 300件のITC活躍の場を創出しました。

(2)資格者増加に向けた取り組み

。ケース研修はコロナ禍の影響を大きく被 りましたが、オンライン化に向けて実施機関の皆様に意

欲的にお取組み頂いたことで受験者数は546名 となり、ほぼ見込み通りの収支水準となりました。

・試験関連は露出度向上と的確な情報提供のため、試験案内サイ トのモバイル化対応を実施し、ま

た、一般の資格検定サイ トや情報誌への広告掲載などを実施しました。

(3)研修事業への取り組み

・ITCカ ンファレンスは初のオンライン開催としました。 1日 のみの開催でしたが、1041名 の方に

申し込みいただき、 1日 としては過去最多の参加となりました。

引き続き ITコーディネータ協会は全国の ITコーディネータや関係機関の皆様と連携しながら、中小

企業の IT経営支援へ積極的に取り組んでまいります。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【298,895】 千円)

疋歌 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千円)

ITコ ー‐・ ド 'ユ

雇』:菫

1拿幸謀
ITC試験の実施 0運営 年間 2タ

ーム
全国主要
都市

2人 ITC試験
申込者

765名

180,688暑ICの
資格認定・資格更

編 藉 鶴 需 ノ♂嘴レ

施 
協`会主催研修)の実

随時
事務所

全国主要
都市

4人
ITC
」ム
イヨ、
ヨム
日́

認定
更新 6,38()名

ITコ ーディネ
ータと経営者
等 とのマ ッチ
ング事業

地域届出組織や地域支援
団体との連携活動、ビジネ
スマッチング活動

随時
事務所

全国各地
3人

中小企業
経営者お
よびその
支援者等

多数

33,101

ITの利活用に
関す る研究・
支援・普及・
啓発事業

ITC試験の問題作成、専門
知識教材・研修コースの開
発・認定、中央官庁等から
の受託事業、広報宣伝活動

随時
事務所

全国各地
4人

一般、ITC
資格者、
中小企業
の支援組
織

一般、中
小企業経
営者およ
びその支

義
者等多

85,106



書式第13号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和2年度 活動計算書 (その他事業が生墜場合)

生農盤塑聖墾蛙型⊆墜生ブ壺ヒ望協会

I 経常収益

1 受取会費

受取会費

2 受取寄附金

受取寄附金

3事業収益

ITC資格認定・育成。研修事業収益

ITC・ 経営者等とのビジネスマッチング事業収益

IT利活用に関する研究支援普及啓蒙事業収益

4 その他収益

受取利息

雑収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

1 事業費

(1)人件費

役員報酬

給料手当

業務委託費

退職給付費用

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

印刷製本費

水道光熱費

賃借料

租税公課

その他の業務委託費

システム開発維持管理費

支払手数料

広告費

支援費

雑費

その他経費計

事業費計

2 管理費

(1)人件費

役員報酬

給料手当

業務委託費 (出向者分)

退職給付費用

法定福利費

人件費計

(2)そ の他経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

371,785,467

298,895,358

115,685

3,145,668

1,704,133

1,320,930

297,550

科 目 金   額

17,841,000

288,218,458

4,557,500

60,748.694

11,301

408_514

17,841,000

353,524,652

16,548,000

51,328,343

1,200,000

5,408,580

13.095.803

87.580.726

13,569

6,513,189

2,907,242

7,256,545

437,919

10,563,713

1,413,666

20,390,093

20,000

138,730,841

18,765,891

33,000

629,425

1,303,187

6,343,952

39.309_243



印刷製本費

水道光熱費

賃借料

会員向活動費

租税公課

その他の業務委託費

システム維持管理費

支払手数料

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

貸倒引当金戻入

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

543,713

257,329

3,148,359

462,000

305,933

9,529,216

3,102,306

7,234,816

34,072,614

4.630.000

°2ユ奎12重0

4.630.000

△ 491,7

4,138,252

70,000

4,068,252

148,739,337

152,807,589

77 21



豊当麹旦ヨ迭笙墾条國組

金匡生 1度≦理因里麦

」ヒ農:巨墾 Ll活動法L△I工聖
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:h」畳
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テ 用

科 目

118,623,227

57,164,313

1,543,385

739,730

178,070,655

10,285,457

2,099,321

△ 3,357,425

9,027,353

1.466.667

1,466,667

14,067,200

33,285,460

△ 33,285,460

17

24 1

49,824,

1

5,216,068

6,496,700

70,000

2,522,000

2,978,185

14,067,200

9,573,333

22,968,000

32,541,333

148,739,337

4,068,252

202.631.875

I 資産の部
1 流動資産

現金及び預金

未収金

前払費用
立替金

流動資産合計
2 固定資産

(1)有形固定資産
建物
工具器具備品

減価償却累計額
有形固定資産計

(2)無形固定資産
ソフトウェア

無形固定資産計
(3)投資その他の資産

敷金

長期未収入金

貸倒引当金

投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債

未払金

未払消費税等

未払法人税等
前受金

預り金

流動負債合計
2 固定負債

役員退職慰労引当金

退職給与引当金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額
正味財産合計

負債及び正味財産合計



書式第 16号 (法第 28条関係 )

1重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日

によつています。

計算書類の注記
生農撻憂雌理!法人エエニ

==ZLi室
二列豊全

2017年 12月 12日 最終改正 WO法人会計基準協議会)

(1)固定資産の減価償却の方法
(i)有形固定資産

法人税法の規定に基づく定率法又は旧定率法を採用 してお ります。
ただし、平成28年4月 1日 以後に取得 した建物附属設備については定額法を採用 してお ります。

なお、取得価額10万 円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定に基づく3年均等償却を採用
してお ります。また、当期においては取得価額30万円未満の資産については、取得時に費用処理 してお

ります。
(� )リ ース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用 してお ります。

(2)引 当金の計上基準
(i)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
(� )退職給与引当金

従業員の退職金の支給に備えるため、自己都合退職による期末要支給額を計上しております。
(■ )役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員の報酬・退職金に関する規程に基づく期末要支給額を計上
しております。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

2事業別損益の状況

I 経常収益
1・ 受取会費
2.事業収益

ITCの資格認定・育成 。研修事業収益

ITCと 経営者等のマッチング事業

IT利活用に関する研究 。支援・普及・啓蒙事業

3.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

1・ 人件費

役員報酬

給料手当

業務委託費

退職給付費用

法定福利費

人件費計
2・ その他経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

印刷製本費

水道光熱費

賃借料

会員向活動費

租税公課

その他の業務委託費

システム維持管理費

支払手数料

広告費

支援費

雑費

その他経費計

経常費用計

ITCと 経営者等
のマッチング事

業

ITの利活用に関する
研究・支援・ 普及

啓発事業
事業合計 管理部門 合計科 目

ITの資格認
定・育成 。研修

事業

288,218,458

4,557,500

60,748,694

288,218,458

4,557,500

60,748,694

17,841,000

419.815

17,841,000

288,218,458

4,557,500

60,748,694

419,815

288.218,458 4,557.500 60,7慇 .6% 353,524,652 18,260,815 371,785,467

8,904,000

24,510,725

200,000

2,734,010

6_455_024

2,772,000

11,649,804

1,074,916

2.786.341

4,872,000

15,167,814

1,000,000

1,599,654

3.854.438

16,548,0∞

51,328,343

1,200,000

5,408,580

13,095,803

25,692,000

6,343,952

3,600,000

1,289,420

2,383,871

42,240,000

57,672,295

4,800,000

6,698,000

15,479,674

42.803.759 18.283.061 26.493.906 87.580.726 39.309.243 126.889.969

13,569

4,965,208

789,754

2,135,792

410,328

2,895,615

416,079

8,051,806

20,000

31,499,463

6,707,487

33,000

410,225

58.612.159

263,333

13,569

6,513,189

2,907,242

7,256,545

437,919

10,563,713

1,413,666

20,390,093

0

20,000

138,730,841

18,765,891

33,000

629,425

1,303,187

2,336,352

211,314,632

115,685

3,145,668

1,704,133

1,320,930

297,550

543,713

257,329

3,148,359

462,000

305,933

9,529,216

3,102,306

7,234,816

2,904,976

34,072,614

129,254

9,658,857

4,611,375

8,577,475

735,469

11,107,426

1,670,995

23,538,452

462,000

325,933

148,260,057

21,868,197

7,267,816

629,425

1,303,187

5,241,328

245,387,246

1,009,476

2,077,181

3,576,807

27,091

7,668,098

696,807

8,525,098

103,578,805

8,432,330

2,073,019

137,883,912

219,200

538,505

40,307

1,543,946

300,780

3,813,189

3,652,573

3,626,074

1,303,187

14,818,56

85.106.065 298_895.358 73.381.857 372_277_215180,687,671



3固定資産の増減内訳

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

建物

工具器具備品

無形固定資産

リース資産

ソフ トウェア

投資その他の資産

敷金

長期未収入金

貸倒引当金

合計

10,285,457

1,812,239

52,466,400

14,067,200

37,915,460

△ 37,915,460

287,082

1,600,000

4,630,000

△ 4,630,000

10,285,457

2,099,321

52,466,400

1,600,000

14,067,200

33,285,460

△ 33,285,460

2,067,375

1,290,050

52,466,400

133,333

8,218,082

809,271

0

1,466,667

14,067,200

33,285,460

△ 33,285,460

78.631.296 1.387.082 80.513.378 55,957.158 24.561.220



書式第 17号 (法第 28条関係 )

全租塑団塾盟産旦量
事 業 報 告 用

生農担憂」活コLttL△I工三生
=ジ

k室
==盤

晟会

科 目 金 額

80,864,251

31,870,983

5,295,864

479,897

86,887

739.730

25,345

57,164,313

1,543,385

8.218.082

10,285,457

△ 2,067,375

809.271

362,469

881,428

397,424

287,082

170,918

△ 1,290,050

1.466.667

14,067,200

33,285,460

△ 33,285,460

5,216,068

6,496,700

70,000

400,000

2,122,000

680,850

681,673

1,214,462

401,200

9,573,333

22.968.000

32,541,333

202,631,875

49.824.286

I資産の部
1流動資産

現金預金

現金

現金手許有高

普通預金
三菱UFJ銀行東京公務部
三菱UFJ銀行東京公務部
三菱UFJ銀行東京公務部
みずほ銀行新橋支店(

楽天銀行第二営業支店(

未収金

内閣府、三菱総研、関東経済産業局等

前払費用

平和不動産欄 令和3年4月 分家賃等
立替金

職員社会保険料・住民税

流動資産合計
2固定資産

(1)有形固定資産

建物

内装工事

減価償却累計額
工具器具備品
プロジェクター

会議テープル等
ファイルサーバー

ノヽ一トパソコン

カメラ

減価償却累計額

(2)無形固定資産
ソフトウェア

アンケート機能開発

(3)投資その他の資産

敷金

浜町平和ビル7階

長期未収入金

貸倒引当金

固定資産合計

資産合計
Ⅱ負債の部
1流動負債

未払金

中央年金事務所他

未払消費税等

未払法人税等

前受金

年会費

受講料。認定料

預り金

源泉所得税
源泉所得税 (講師報酬等)

社会保険料

住民税

流動負債合計
2固定負債

リース債務
三菱UFJリース腕

役員退職慰労引当金

退職給与引当金

固定負債合計

負債合計
正味財産合計 152,807.589



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

生塑壁製ヨ塾型塑エュ三盪墜二」菫塗

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

1 理事
ンフ
゛
ヤ ヒロユキ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日澁谷 裕以

９

“ 理事
オオタ ヨシヒト 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日太田 愛仁

う
０ 理事

ヒノン7 タカシ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日比留間 貴士

■
４ 理事

フシ
゛
オカ トモキ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日藤岡 友樹

5 理事
アサイ テツオ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日浅井 鉄夫

6 理事

アタニヤ モリヒロ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日安谷屋 盛広

7 理事
イチムラ シ

゛
ュンイチ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日市村 淳一

8 理事
イナカ

゛
キ ミノル 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日稲垣 実

9 理 事

イフマ ユウタロウ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日岩間 裕太郎

10 理事
カワノ フトシ 令和2年7月 20日

令和3年 3月 31日川野 太



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11 理事
ノシタ ヒロユキ

下 博行

令和2年7月 20日

令和3年 3月 31日

12 理事
リワキ アキヒロ

昭博

令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

13 理事

y" /\" LE+

宏記

令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

14 理事
ミチコ

々木 身智子

令和2年7月 20日

令和3年 3月 31日

15 理事
トシナオ

島 利尚

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

16 理事
ノリユキ

田中 憲之

令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

17 理事
カツヨ

中尾 克代

令和2年7月 20日

令和3年 3月 31日

18 理事

マサヒト

中庭 正人

令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

19 理事
ク
゛
チ タタ

゛
シ

口 IE

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

20 理事

ムラマサミ

真実

令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

21 理事
ノ ナオヤ

尚也

令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

22 理事
イ ケンシ

謙志

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

23 理事

ヨシタカ

芳孝

令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

24 理事
タイシ

゛
ュ

島 桂樹

令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

25 理 事

ク
゛
チカス

゛
ミ

口 和美

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

26 理事

モリウチ マサヨシ 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日森内 正美

27 理事

ヨシタ
゛
 マコト 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日吉田 誠

28 監事
ナカムラモトヒコ 令和2年7月 20日

令和3年 3月 31日中村 元彦

29 監事
ホソオ タタ

゛
タカ 令和2年7月 20日

令和3年 3月 31日細尾 忠敬

30 理事
夕効 ワタル 令和2年 4月 1日

令和2年 7月 20日田中 渉

31 理事
ナカ
゛
ホリ イス

゛
ミ 令和2年 4月 1日

令和2年 7月 20日長堀 泉

32 理事
ナカムラ モトヒコ 令和2年4月 1日

令和2年7月 20日中村 元彦

33 監事
オカモト サトル 令和2年4月 1日

令和2年 7月 20日岡本 悟

34 監事
カナイ ヒロフミ 令和2年 4月 1日

令和2年 7月 20日金井 裕文



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 ITコーディネータ協会

氏   名 住 所 又 は 居 所

澁谷 裕以

2 太田 愛仁

3 比留間 貴士

4 藤岡 友樹

5 浅井 鉄夫

6 安谷屋 盛広

7 市村 淳一

8 稲垣 実

9 岩間 裕太郎

10 川野 :太

11 木下 博行

12 栗脇 昭博


